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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 
３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。また、従業員数欄の(外書)は、臨時従業員数の年間平均雇用人員でありま
す。 

４ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基
準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業
会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

   

  

回次 第104期 第105期 第106期 第107期 第108期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 30,652 30,542 31,881 34,626 35,071 

経常利益 (百万円) 1,071 1,022 1,030 1,220 1,369 

当期純利益 (百万円) 503 527 607 695 801 

純資産額 (百万円) 13,561 13,469 14,568 15,101 17,006 

総資産額 (百万円) 23,180 23,131 24,214 25,037 27,787 

１株当たり純資産額 (円) 341.78 345.59 373.97 387.79 436.10 

１株当たり当期純利益 (円) 12.69 12.85 15.11 17.31 19.94 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 58.5 58.2 60.2 60.3 61.2 

自己資本利益率 (％) 3.7 3.9 4.3 4.7 5.0 

株価収益率 (倍) 17.7 16.9 17.5 19.2 22.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,332 896 1,803 1,078 1,460 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △919 △789 142 △776 △1,207 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △564 △80 △2,188 △323 △374 

現金及び現金同等物の
期末残高 

(百万円) 2,416 2,432 2,180 2,163 2,046 

従業員数 (名) 
516 
(959)

508
(1,114)

563
(1,851)

557 
(1,792)

532
(1,706)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。また、従業員数欄の(外書)は、臨時従業員数の年間平均雇用人員でありま

す。 

４ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業

会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

   

  

回次 第104期 第105期 第106期 第107期 第108期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 24,502 23,919 23,840 24,499 24,973 

経常利益 (百万円) 855 866 944 1,150 1,213 

当期純利益 (百万円) 406 454 544 703 750 

資本金 (百万円) 1,991 1,991 1,991 1,991 1,991 

発行済株式総数 (株) 39,829,500 39,829,500 39,829,500 39,829,500 39,829,500 

純資産額 (百万円) 12,654 12,482 13,547 14,089 15,895 

総資産額 (百万円) 20,205 19,982 21,160 21,623 24,371 

１株当たり純資産額 (円) 317.76 319.67 347.08 361.11 407.54 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
 中間配当額) 

(円) 
6.00 
(3.00)

6.00
(3.00)

6.00
(3.00)

6.00 
(3.00)

6.00
(3.00)

１株当たり当期純利益 (円) 10.20 10.99 13.49 17.50 18.59 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 62.6 62.5 64.0 65.2 65.2 

自己資本利益率 (％) 3.2 3.6 4.2 5.1 5.0 

株価収益率 (倍) 22.1 19.7 19.6 19.0 23.7 

配当性向 (％) 58.8 54.6 44.5 34.3 32.3 

従業員数 (名) 
324 
(109)

314
(108)

306
(102)

305 
(108)

295
(111)



２ 【沿革】 

  

  

大正３年３月 埼玉県熊谷市に松本米穀製粉㈱として設立 

昭和５年12月 日東製粉㈱と改称、名古屋市の名古屋製粉㈱を合併し名古屋工場と称す 

昭和13年６月 埼玉県深谷市の埼玉興業㈱を合併し深谷工場と称す 

昭和13年８月 東京証券取引所に上場 

昭和29年12月 東京芝浦の中央製粉㈱を合併し東京工場と称す 

昭和35年10月 東京晴海工場完成、東京工場を閉鎖集約 

昭和38年10月 東京証券取引所上場規定変更に基づき、市場第二部に指定 

昭和39年４月 三菱商事㈱と総代理店契約を締結 

昭和45年５月 日東運輸倉庫㈱(100％出資連結子会社)を設立 

昭和48年８月 東京晴海工場に製粉工程１ラインを増設し熊谷工場を閉鎖集約 

昭和52年５月 日東フーズ・サービス㈱(後に日東フーズ㈱と改称、100％出資連結子会社)を設立 

昭和54年３月 旧名古屋工場を閉鎖、愛知県知多市に名古屋工場を新設 

昭和55年９月 東京証券取引所市場第一部に指定 

昭和57年11月 深谷工場を閉鎖、埼玉県熊谷市に埼玉工場を新設 

平成元年３月 東京晴海工場を閉鎖、東京都大田区に東京工場を新設 

平成元年６月 埼玉県熊谷市に埼玉食品工場を新設 

平成10年８月 埼玉県熊谷市に食品開発センターを新設 

平成15年４月 ㈱さわやかの全株式を取得 

平成15年７月 日東フーズ㈱と㈱さわやかを合併(合併後の名称を㈱さわやかと称す、100％出資連結子会社) 

平成18年４月 富士製粉㈱と合併、合併後の名称を日東富士製粉㈱と称す 

平成18年４月 日東運輸倉庫㈱と富士製粉運輸㈱を合併(合併後の名称を日東富士運輸㈱と称す、100％出資連

結子会社) 



３ 【事業の内容】 

当社の企業グループは、当社、子会社５社、関連会社１社、及びその他の関係会社１社で構成され、小麦その他農

産物を原料として、小麦粉・ふすま・プレミックス粉・食品等の製造販売を行う製粉及び食品業、ならびに政府寄託

貨物(小麦)を保管する倉庫業、主に当社の原料・製品を運送する運送業、ケンタッキーフライドチキン(以下ＫＦＣ)

等の外食事業を展開しております。 

当グループの事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

製粉及び食品業…当社が製造した小麦粉・プレミックス粉・食品等をその他の関係会社である三菱商事㈱を総代理店

とし、さらにその一部を連結子会社である隅田商事㈱を通じて販売しております。また、その他の

関係会社である三菱商事㈱より製品・原材料の一部を、連結子会社である隅田商事㈱より副資材の

一部を購入しております。 

        また、当社の工場付属営業倉庫(サイロ)において、政府寄託貨物(小麦)の保管業務等及び荷揚荷役

を行っているほか、エンジニアリング部門において製粉・製麺工場、小麦・小麦粉サイロ等の機械

設備の設計・施工も行っております。 

        非連結子会社であるビクトリー㈱及び関連会社である㈱兼平製麺所は、当社の連結子会社である隅

田商事㈱より製品を購入しております。 

外食事業…………連結子会社である㈱さわやかが「ＫＦＣ」のトップフランチャイジーとして関東、東海地区で店舗

展開をしているほか、焼肉の「牛角」、カフェレストラン等、多角的な事業活動を進めておりま

す。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 合併により平成18年４月１日以降、日東製粉㈱は日東富士製粉㈱に、また、日東運輸倉庫㈱は日東富士運輸㈱に会社名が

変わっております。 

   ２ ㈱ネオックスは、現在実質的な事業活動は行っておりません。 

その他の事業…… 

(運送業) 

連結子会社である日東運輸倉庫㈱が当社の原料小麦及び製品の運送の大部分を行っ

ております。 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、主に事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ㈱さわやかは特定子会社であります。 

３ ㈱さわやかは平成18年３月６日に本社を東京都新宿区に移転いたしました。 

４ 連結子会社には、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。なお、三菱商事㈱は、有価証券

報告書の提出会社であります。 

５ 隅田商事㈱については、株式の追加取得により、所有割合が73.9％となりました。 

６ ㈱さわやかについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております

が、事業の種類別セグメントの外食事業売上高に占める当該連結子会社の売上高(セグメント間の内部売上高又は振替高

を含む)の割合が90％を超えるため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業

の内容 

議決権の

所有(被所有)割合 
関係内容 

所有割合

(％) 
被所有割合

(％) 
(連結子会社)          

日東運輸倉庫㈱ 東京都大田区 18 運送業 100.0 ― 
当社の原料小麦及び製品の運送を

しています。 
役員の兼任 ５名 

㈱さわやか 東京都新宿区 200 外食事業 100.0 ― 役員の兼任 ５名 

隅田商事㈱ 埼玉県戸田市 26 
製粉及び食品

業 
73.9 ― 

当社の製品を販売しています。 
役員の兼任 ６名 

(その他の関係会社)          

三菱商事㈱ 東京都千代田区 197,817 
物品の売買

貿易業 
― 42.2 

当社製品販売の総代理店 
役員の兼任 なし 



  
５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、派遣社員は含まれておりません。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

製粉及び食品業 
320
(111) 

外食事業 
148

(1,590) 

その他の事業 
64
(5) 

合計 
532

(1,706) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

295 
(111) 

40.9 18.7 6,424,119 

１ 名称 日東製粉労働組合 

２ 組合員数 205名 (平成18年３月31日現在) 

３ 上部団体 日本食品関連産業労働組合総連合会 

４ その他 労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

なお、当社グループ(当社及び連結子会社)の労働組合は、連結財務諸表

を作成する当社にのみ組織されております。 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰や人口の減少というマイナス要因はあったものの、好調

な企業収益や設備投資に支えられて、株価が回復し雇用環境も改善するなど、全体として順調に推移しました。 

製粉業界におきましては、小麦粉需要が低迷するなか、市場は依然としてデフレ傾向にあり、販売単価の下落や

輸入小麦粉調製品の増加による市場圧迫等により苦しい経営環境が続きました。 

外食産業におきましては、食生活が多様化するなかで、中食産業にシェアを喰われる一方、ＢＳＥ問題が未解決

であるなど引続き厳しい経営環境が続いております。 

このような状況下にあって、当社グループ(当社及び連結子会社)の当連結会計年度の業績は、売上高は350億7千1

百万円と前年同期に比べ4億4千4百万円(1.3%)の増収となり、営業利益は11億9千8百万円と前年同期に比べ1億4千4

百万円(13.7%)の増益、経常利益は13億6千9百万円と前年同期に比べ1億4千8百万円(12.2%)の増益、当期純利益は8

億1百万円と前年同期に比べ1億5百万円(15.2%)の増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの状況を示すと、次のとおりであります。 

  

① 製粉及び食品業 

売上高は275億3千7百万円と前年同期に比べ5億6千4百万円(2.1%)の増収となり、営業利益は10億6千2百万円と

前年同期に比べ6千1百万円(6.1％)の増益となりました。 

  

② 外食事業 

売上高は72億8千8百万円と前年同期に比べ1億1千6百万円(1.6%)の減収となりましたが、営業利益は9千8百万円

と前年同期に比べ7千4百万円(301.9%)の増益となりました。 

  

③ その他の事業 

売上高は2億4千5百万円と前年同期に比べ3百万円(1.5%)の減収となりましたが、営業利益は5千3百万円と前年

同期に比べ1千1百万円(29.0%)の増益となりました。 

  

  



  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は20億4千6百万円と前年同期に

比べ1億1千7百万円(5.4%)減少しました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動におきましては、税金等調整前当期純利益の増加等により、当連結会計年度に獲得した資金は14億6千

万円と前年同期に比べ3億8千1百万円(35.4%)増加しました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動におきましては、投資有価証券や有形固定資産の取得が増加したことにより、当連結会計年度に使用

した資金は12億7百万円と前年同期に比べ4億3千万円(55.5%)増加しました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動におきましては、借入金の返済が増加したことにより、当連結会計年度に使用した資金は3億7千4百万

円と前年同期に比べ5千万円(15.7%)増加しました。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業の種類別セグメント 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

製粉及び食品業 23,284 1.1 

合計 23,284 1.1 

事業の種類別セグメント 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

製粉及び食品業 27,537 2.1 

外食事業 7,288 △1.6 

その他の事業 245 △1.5 

合計 35,071 1.3 

相手先 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

三菱商事㈱ 21,790 62.9 22,046 62.9 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、「お客様、株主、従業員、社会のいずれからも信頼され、安全・安心で健

康的な食文化に寄与する企業」であることを、経営の基本方針としております。 

これは、安全・安心の管理を絶対条件としつつ、お客様に喜んでいただける新商品の開発やきめ細かい対応により

営業基盤の拡大を図る一方、業務効率の改善を強力に推進し利益向上に努め、これを還元していくことを基本として

おります。 

また併せて、お客様からも信頼される骨太な社員の育成を図り、社内体制を引締め、企業の社会的責任を果たす方

針でもあります。 

今後の当社グループ(当社及び連結子会社)を取り巻く経営環境を展望すると、わが国経済は、設備投資の増加、企

業収益改善による雇用の好転及び個人消費の回復等が見込まれ、堅調な景気が続くことが期待されますが、原油価格

の高騰や為替相場の変動による先行きの不透明感はぬぐいきれません。 

製粉業界にあっては、人口の減少や食の多様化により販売競争がさらに激化することが予想されます。また、食糧

法の改正やＷＴＯ・ＦＴＡ交渉を初めとする国際化の進展を見据えた新しい麦政策の導入により、製粉業界は制度面

で大きな変革期を迎えることになります。 

外食産業においては、鳥インフルエンザやＢＳＥ問題が引続きリスクとして存在する他、食生活の多様化、人口の

減少・高齢化が、今まで以上にきめ細かい対応やアイデアを必要としています。 

このような状況下にあって、当社グループ(当社及び連結子会社)は経営の基本方針に沿って、収益力の確保と強化

を目指して下記の課題に取り組んでおります。 

(1)「組織の壁を越えて営業基盤の拡大を図れ」を基本方針として、今後とも消費者ニーズを捉えた新商品を開発し

提案型営業を積極的に推進するほか、訪問効率の向上や新規顧客の掘り起こしに努めるとともに、「営業情報シ

ステム」を合併両社でいち早く統一するなど、全社が一丸となって営業基盤の拡大に努めて参ります。 

(2)生産面においては、合併による生産拠点の増加を企業価値の向上に繋げるため、各工場の生産機能を、品質、適

性、物流、マーケット等あらゆる方面から精査・見直しを行い効率化を進める一方、益々高まるお客様の高品

質・安全・安心への要求に対応するべく、設備改善、管理強化を推進し、特に衛生管理強化の面からはＩＳＯ２

２０００のマネージメントシステム導入を視野に検討を進めて参ります。 

(3)人事面においては、合併後の人事諸制度の統合及び目標管理制度の統一を推進するほか、導入済みの「人事管理

システム」を活用しながら合併両社の人事交流を積極的に行い、二つの企業文化を極力早期に調和させると共

に、この際、企業の財産である社員をより活性化させることにより業績発展に資するよう努力して参ります。 

(4)コンピュータシステムについては、合併両社のホストコンピュータを暫定的に接続し、業務および会計処理を出

発しましたが、効率化を図るためには早期に統一システムを構築する必要があり、現在コンサルタントの協力を

得ながら、極力少ない経費で次期システムを導入するよう検討に入っております。 

  



  
(5)海外事業につきましては、ベトナムにミックス粉を製造・販売する合弁子会社を三菱商事㈱と共同で設立準備中

であり、日本からベトナムを含むアジア地域へ製造拠点移転が進む日系冷凍食品メーカーへ、競争力のあるミッ

クス粉の安定供給を行うことにより、海外での拡販に努めて参ります。 

(6)運送事業につきましては、運送部門子会社同士が合併した日東富士運輸㈱として経営及び業務の効率化を図るべ

く見直しをさらに進め、また、ノックス法に代表される各種排気ガス規制等への設備投資も積極的に行って参り

ます。 

(7)外食事業を展開している㈱さわやかについては、ＢＳＥ問題の解決が望まれる現状ですが、引続き既存店舗の限

界利益率向上に努める一方、不採算店の整理、新店舗の開拓をバランスよく実施していく方針です。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の主要な事業は製粉及び食品の製造・販売業並びに外食事業であり、震災等に

より主力工場が壊滅的な打撃を受けた場合、また、平素から「食の安全・安心」には万全の対策をたてており万が一

にも確率は低いと思いますが、原料・製品面等において不測の事態が発生した場合は、経営成績に重大な影響を及ぼ

す可能性があります。 

また、連結子会社である㈱さわやかは、外食事業として「ＫＦＣ」及び「牛角」の店舗展開をしており、鳥インフ

ルエンザやＢＳＥ等が発生した場合は、その経営成績に大きな影響が発生する可能性があります。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月30日)現在において当社グループが判断し

たものであります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(提出会社) 

(1)富士製粉株式会社との合併契約 

当社は、平成17年９月13日開催の取締役会において、平成18年４月１日を合併期日として富士製粉株式会社と合

併することについて決議し、同日合併契約書を締結し、平成17年11月29日開催の臨時株主総会において同合併契約

書の承認を受けております。 

なお、富士製粉株式会社においても、平成17年11月29日開催の臨時株主総会において同合併契約書の承認を受け

ております。 

合併に関する事項の概要は、次のとおりであります。 

①合併の目的 

両社の経営を統合し事業規模の拡大を図ることにより、市場シェアの拡大や生産体制の増強及び効率化を進め

るためであります。 

②合併の方法 

当社を存続会社とし、富士製粉株式会社は解散いたしました。 



  
③合併に際して発行する株式及びその割当て 

当社は、合併に際して普通株式7,094,146株を発行し、合併期日前日の最終の富士製粉株式会社の株主名簿（実

質株主名簿を含む。）に記載又は記録された株主（実質株主を含む。)に対して、その所有する富士製粉株式会社

の普通株式１株につき当社の株式0.71株の割合をもって割当て交付いたします。但し、富士製粉株式会社の所有

する自己株式8,244株に対しては割当いたしません。 

以上の結果、平成18年４月１日現在の当社の発行済株式総数は46,923,646株となりました。 

④増加すべき資本・資本準備金の額及び引き継ぐ資産・負債の額 

資本金の増加額は508百万円で、増加後の資本金の額は2,500百万円となりました。 

資本準備金の増加額は1,931百万円で、引き継ぐ資産の額は8,278百万円、引き継ぐ負債の額は4,602百万円とな

りました。 

⑤合併期日 

平成18年４月１日 

⑥会社財産の引継 

合併期日において富士製粉株式会社の資産及び負債並びに権利義務の一切を引き継ぎました。 

なお、富士製粉株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態は次のとおりであります。 

 資産合計   7,776百万円 

 負債合計   4,312百万円 

 資本合計   3,463百万円 

 従業員数           163人 

また、富士製粉株式会社の最近事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）における営業の状況

は次のとおりであります。 

 売上高   10,960百万円 

 経常利益       175百万円 

 当期純利益     231百万円 

⑦配当起算日 

新たに発行する株式に対する配当起算日は平成18年４月１日といたします。 

⑧合併交付金 

合併交付金については、合併期日前日である平成18年３月31日最終の富士製粉株式会社株主又は登録質権者に

対して、平成18年３月期の利益配当金に代えて、その所有する富士製粉株式会社の普通株式１株につき５円の割

合で、平成18年６月開催の当社の定時株主総会終結後お支払いいたします。 

  

(2) 昭和39年４月三菱商事株式会社と当社製品販売について総代理店契約を締結し、現在に至っております。 

  

(3) 東京都と東京工場敷地29,373.07㎡について土地賃貸借契約(賃貸借期間 昭和61年11月18日から30年間)を締結

しております。 

  



  
(連結子会社) 

株式会社さわやかは、昭和47年７月日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社とコーネルサンダース・ケン

タッキー・フライド・チキン等に関するフランチャイズ契約を締結し、現在に至っております。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)において、研究開発活動は、連結財務諸表を作成する当社のみが行っておりま

す。 

(製粉及び食品業) 

当社の研究開発活動は、主に中央研究所が顧客の要望に沿った商品開発、新製品開発を行っております。また、お

客様のニーズに沿った開発を進める為、市場動向の把握に努め、営業部門との密接な連携をとり、日本国内に限ら

ず、海外生産も視野に入れた開発に取り組んでおります。 

おいしさを追求し、話題性のある、また特徴のある商品を安全・安心・健康を大前提に研究・開発しております。 

商品開発の実績としては、ラーメン、うどん、餃子用小麦粉を始め、和風スナック、チキン用ブレッダー・バッタ

ー、フランスパン、ピザトースト等のプレミックス粉、サンド用パンミックス粉、通販用パンミックス粉、生チョ

コ・マフィン・クッキー用キット商品等を開発して、お客様に満足して頂き、当社の販売にも寄与しております。 

また大手スーパーの惣菜コーナー向けのキット商品開発において、新タイプピザクラスト、冷凍パン生地が採用さ

れました。 

一方、基礎研究の分野では、将来の健康食品の有力な基礎資材と成りうる基材について、研究の取り組みを開始し

ております。 

今後はお客様と共に、新規技術、新規素材の開発にも更に積極的に取り組み、将来の事業拡大と多角化を目指し、

新商品の開発に今一層努力して参りたいと考えております。 

なお、当連結会計年度の研究開発費は、4億3千万円であります。 

  

  



  
７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

①売上高及び営業利益について 

当連結会計年度の当社グループ(当社及び連結子会社)の売上高は350億7千1百万円と前年同期に比べ4億4千4百

万円(1.3%)の増収となり、営業利益は11億9千8百万円と前年同期に比べ1億4千4百万円(13.7%)の増益となりまし

た。 

事業の種類別セグメントの状況を示すと、製粉及び食品業におきましては、主力の小麦粉需要が輸出粉の落ち

込みもあり、販売数量・金額ともに前年同期を若干下回りましたが、ふすま市場が概ね安定的に推移したこと、

業務用ミックス粉が新商品の開発や営業努力により拡販が図れたこと、またエンジニアリング部門も好調に推移

したことから、当部門の売上高は275億3千7百万円と前年同期に比べ5億6千4百万円(2.1%)の増収となり、営業利

益は10億6千2百万円と前年同期に比べ6千1百万円(6.1％)の増益となりました。 

外食事業におきましては、「牛角」店が米国産牛肉輸入停止の影響を引続き受けたこと、不採算店の整理を積

極的に行ったことから、売上金額は前年同期を下回りましたが、主力の「ＫＦＣ」店が順調に回復したため、営

業利益は前年同期を上回りました。この結果、売上高は72億8千8百万円と前年同期に比べ1億1千6百万円(1.6%)の

減収となりましたが、営業利益は9千8百万円と前年同期に比べ7千4百万円(301.9%)の増益となりました。 

その他の事業(運送業)におきましては、日東製粉㈱以外のお客様からの受注が伸び悩んだため、連結上の売上

金額は前年同期を若干下回りましたが、日東製粉㈱からの運賃収入が増加し全体として業績順調だったことか

ら、営業利益は前年同期を上回りました。この結果、売上高は2億4千5百万円と前年同期に比べ3百万円(1.5%)の

減収となりましたが、営業利益は5千3百万円と前年同期に比べ1千1百万円(29.0%)の増益となりました。 

②営業外損益及び経常利益について 

当連結会計年度の営業外損益は1億7千万の利益となり、受取配当金の増額等により前年同期に比べ3百万円改善

しております。 

これにより、経常利益は13億6千9百万円と前年同期に比べ1億4千8百万円(12.2%)の増益となりました。 

③特別損益及び当期純利益について 

当連結会計年度の特別損益は2千1百万の損失と前年同期に比べ5千4百万円改善しております。主な原因は当連

結会計年度に富士製粉㈱との合併関連費用4千1百万円が発生しましたが、投資有価証券売却益が前年同期に比べ1

億円増加したことによります。 

この結果、税金等調整前当期純利益は13億4千7百万円となり、税金費用5億3千3百万円及び少数株主利益1千2百

万円を差し引いた当期純利益は8億1百万円と前年同期に比べ1億5百万円(15.2%)の増益となりました。 



  
(2) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は20億4千6百万円と前年同期に

比べ1億1千7百万円(5.4%)減少しました。 

営業活動におきましては、税金等調整前当期純利益及び減価償却費等により、当連結会計年度に獲得した資金は

14億6千万円となり、前年同期に比べ3億8千1百万円(35.4%)増加しました。これは、主に税金等調整前当期純利益の

増加によるものであります。 

投資活動におきましては、投資有価証券や有形固定資産の取得による支出等により、当連結会計年度に使用した

資金は12億7百万円となり、前年同期に比べ4億3千万円(55.5%)増加しました。これは、社宅用の土地購入による有

形固定資産の取得の増加によるものであります。 

財務活動におきましては、借入金の返済、配当金の支払等により、当連結会計年度に使用した資金は3億7千4百万

円と前年同期に比べ5千万円(15.7%)増加しました。これは、前年同期に比べ借入金の返済が増加したことによりま

す。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、当社グループ（当社及び連結子会社）全体で8億5千6百万円を実施しまし

た。 

事業の種類別セグメントの設備金額について示すと、次のとおりであります。 

  

  

（製粉及び食品業） 

当事業部門におきましては、当社の各工場における製粉及び食品生産設備の合理化・省力化投資及び社宅用地の取

得が主なもので、設備投資金額は6億4千3百万円であります。 

  

  

（外食事業） 

当事業部門におきましては、新規店舗展開への投資が主なもので、設備投資金額は8千4百万円であります。 

  

  

（その他の事業） 

運送業におきましては、物流効率化及び排気ガス規制対策のための車両更新が主なもので、設備投資金額は1億2千8

百万円であります。 

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

※１ 土地を賃借しております。土地の面積は29,373.07㎡、賃借料は年間1億2百万円であります。 

※２ 本社建物を賃借しております。賃借料は年間8千2百万円であります。 

  

(2) 国内子会社 

  

※ 本社建物及び店舗を賃借しております。賃借料は年間6億6千2百万円であります。 

  

(3) 在外子会社 

該当はありません。 

  

(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 上記中〈内書〉は、連結会社以外への賃貸設備及び貸与設備であります。 

  

事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡) 
その他 合計 

東京工場 ※１ 
(東京都大田区) 

製粉及び 
食品業 

生産設備
他 

873 732
―
(―)

33 1,639 69 

埼玉工場及び関東営業所 
(埼玉県熊谷市) 

製粉及び 
食品業 

生産設備
他 

309 542
963

(28,940)
17 1,831 65 

食品開発センター 
(埼玉県熊谷市) 

製粉及び 
食品業 

生産設備
他 

258 55
449

(9,934)
1 764 4 

名古屋工場及び名古屋営業所 
(愛知県知多市) 

製粉及び 
食品業 

生産設備
他 

236 270
410

(14,370)
15 933 37 

本社及び中央技術研究所 ※２ 
(東京都中央区、東京都大田区) 

製粉及び 
食品業 

事務所他 47 11
―
(―)

102 161 120 

  
その他 
(埼玉県熊谷市 他) 
  

製粉及び 
食品業 

その他 
49
<34>
 

193
<193>
 

733
<391>

(23,008)

0 
  
  

975 
<619>
 

― 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡) 
その他 合計 

隅田商事 
株式会社 

本社 
(埼玉県戸田市) 

製粉及び 
食品業 

事務所他 88 ―
96
(963)

1 186 14 

東京本社 
(東京都江東区) 

製粉及び 
食品業 

事務所他 8 ―
68
(104)

0 77 2 

東北営業所 
(岩手県岩手郡) 
他１営業所 

製粉及び 
食品業 

事務所他 3 ―
―
(―)

0 4 9 

日東運輸倉庫 
株式会社 

本社及び東京支店 
(東京都大田区) 

その他の 
事業 

事務所他 ― 74
―
(―)

0 75 24 

熊谷支店 
(埼玉県熊谷市) 

その他の 
事業 

事務所他 10 49
94

(2,996)
0 154 19 

名古屋支店 
(愛知県一宮市) 

その他の 
事業 

事務所他 6 82
86
(804)

― 175 21 

株式会社 
さわやか※ 

本社 
(東京都新宿区) 
他78営業所 

外食事業 店舗他 671 140
―
(―)

51 862 148 



３ 前記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備は次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

  

(2) 国内子会社 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特に記載する事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 
(百万円) 

リース契約残高

(百万円) 
東京工場 
(東京都 
大田区) 

製粉及び食品業 製粉 MACTUS １式 ７年間 17 17 

東京工場 
( 〃 ) 

製粉及び食品業 製粉 MACTUS １式 ７年間 13 27 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 
(百万円) 

リース契約残高

(百万円) 

日東運輸倉庫
株式会社 

本社 
(東京都 
大田区) 

その他の事業 配送用ライトバン １台 ５年間 0 2 

隅田商事 
株式会社 

本社 
(埼玉県 
戸田市) 

製粉及び食品業 
Ｄ２１ホスト
コンピューター 

１式 ５年間 2 7 

東北営業所 
(岩手県 
岩手郡) 

他１営業所 

製粉及び食品業 
配送用トラック
キャンター他 

６式 ５年間 4 10 

株式会社 
さわやか 

本社 
(東京都 
新宿区) 

他９営業所 

外食事業 厨房設備他 22式 ４～７年間 21 24 

会社名 所在地 
セグメントの 
名称 

設備の内容
投資予定額(百万円) 資金調

達方法 
着手年月 完成予定年月

総額 既支払額

提出会社 東京都大田区 
製粉及び 
食品業 

社 宅 649 291 自己資金 平成18年３月 平成18年12月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 無償、株主割当、割当比率１：0.06、発行価格 50円 資本組入額 50円 

２ 当社は平成18年４月１日に富士製粉株式会社と合併し、合併に際して普通株式7,094,146株を発行し、合併期日前日の最

終の富士製粉株式会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。)に記載又は記録された株主（実質株主を含む。）に対して、

その所有する富士製粉株式会社の普通株式１株につき当社の株式0.71株の割合をもって割当て交付いたしました。但し、

富士製粉株式会社の所有する自己株式8,244株に対しては割当ていたしません。 

  以上の結果、平成18年４月１日現在の当社の発行済株式総数は46,923,646株となり、資本金は5億8百万円、資本準備金は

19億3千1百万円、それぞれ増加いたしました。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 39,829,500 46,923,646 
東京証券取引所
（市場第一部） 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 39,829,500 46,923,646 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

昭和58年６月１日 2,254,500 39,829,500 112 1,991 △112 2,104 



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 当社は平成18年３月31日現在自己株式を890,828株保有しておりますが、このうち890,000株(890単元)は「個人その他」

の欄に、828株は「単元未満株式の状況」の欄に含めて記載しております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、9単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   865千株 

     三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社          246千株 

   ２ 上記の所有株式数のほか当社所有の自己株式890千株があります。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 41 23 107 23 ― 3,949 4,143 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 6,747 512 20,585 588 ― 11,024 39,456 373,500 

所有株式数 
の割合(％) 

― 17.09 1.30 52.17 1.49 ― 27.95 100.0 ― 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２の６の３ 16,290 40.90 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２の７の１ 1,300 3.26 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１の２の１ 1,093 2.75 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１の８の11 865 2.17 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１の４の５ 746 1.87 

山崎製パン株式会社 東京都千代田区岩本町３の10の１ 619 1.56 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１の13の２ 619 1.56 

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス 
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内２の１の１
(東京都中央区晴海１の８の12 
晴海アイランドトリトンスクエアＺ棟) 

619 1.55 

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１の６の１ 539 1.35 

日清食品株式会社 大阪府大阪市淀川区西中島４の１の１ 518 1.30 

計 ― 23,210 58.27 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株(議決権9個)含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式828株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 890,000 ― 

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式         

38,566,000 38,566 
同上 

単元未満株式 普通株式 373,500 ― 同上 

発行済株式総数 39,829,500 ― ― 

総株主の議決権 ― 38,566 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
日東製粉株式会社 

東京都中央区新川 
１－３－17 

890,000 ― 890,000 2.23 

計 ― 890,000 ― 890,000 2.23 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、配当については株主に対する安定配当を基本政策としつつ、あわせて配当性向、企業体質の強化などを勘

案して決定する方針を採っております。 

このような基本方針に基づき、当期におきましては株主各位への安定的還元の見地から、１株当たり６円（うち中

間配当３円）の配当を実施いたしました。この結果、当期の配当性向は32.3％、株主資本利益率は5.0％、株主資本配

当率は1.5％となっております。 

当期の内部留保資金につきましては、新商品の研究開発、販売部門の強化、製造・管理部門の効率化、将来の事業

展開のために投資してまいりたいと考えます。 

(注) 第108期中間配当の取締役会決議年月日は平成17年11月17日であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第104期 第105期 第106期 第107期 第108期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 250 243 277 358 450 

最低(円) 200 205 216 233 305 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 362 414 414 450 447 447 

最低(円) 341 356 394 395 385 400 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
代表取締役 

  近 藤 和 威 昭和21年10月13日生

昭和45年４月 

平成８年４月 
平成８年６月 

平成13年４月 
平成13年６月 

平成13年６月 
平成15年４月 

平成15年６月 
平成15年６月 

三菱商事株式会社入社 

同社穀物部長 
当社社外監査役 

三菱商事株式会社食糧本部長 
同社執行役員食糧本部長 

当社社外取締役 
三菱商事株式会社執行役員 

当社取締役社長(現在) 
隅田商事株式会社代表取締役 

(現在) 

26

取締役副社長 
代表取締役 

経営企画本部長 
兼 

業務監査室担当 
武 政 亮 佐 昭和29年２月27日生

昭和51年３月 
平成17年４月 

平成18年４月 

富士製粉株式会社入社 
同社代表取締役社長 

当社取締役副社長  
経営企画本部長兼業務監査室担当

(現在) 

6

専務取締役 管理本部長 小 松 正 彦 昭和17年10月１日生

昭和40年４月 

平成３年５月 

平成６年３月 

平成６年４月 

平成６年６月 

平成８年６月 

  

平成10年６月 

平成15年６月 

平成16年４月 

  

平成18年４月 

株式会社三菱銀行入行 

同行五反田支店長 

当社常任顧問 

当社経理部長 

当社取締役管理本部長兼経理部長 

当社常務取締役管理本部長兼経理

部長 

当社常務取締役管理本部長 

当社専務取締役管理本部長 

当社専務取締役管理本部長兼業務

監査室担当 

当社専務取締役管理本部長(現在) 

22

専務取締役 営業本部長 西 川 和 夫 昭和20年７月25日生

昭和43年４月 

平成８年６月 

平成10年６月 

平成12年６月 

  

平成13年６月 

  

平成14年10月 

平成18年６月 

当社入社 

当社営業第二部長 

当社取締役営業第二部長 

当社取締役営業本部副本部長兼営

業第二部長 

当社常務取締役営業本部長兼営業

第二部長 

当社常務取締役営業本部長 

当社専務取締役営業本部長(現在) 

19

常務取締役 
生産技術本部長 

兼 
品質保証室担当 

大久保 幸之助 昭和18年１月31日生

昭和36年４月 

平成８年６月 

平成10年６月 

平成12年６月 

平成16年４月 

  

平成16年６月 

当社入社 

当社生産技術部長 

当社取締役生産技術部長 

当社取締役東京工場長 

当社取締役生産技術本部長兼品質

保証室担当 

当社常務取締役生産技術本部長兼

品質保証室担当(現在) 

21

常務取締役 静岡事業本部長 鈴 木 彰 二 昭和22年３月２日生

昭和44年３月 

平成17年６月 

平成18年４月 

  

平成18年４月 

富士製粉株式会社入社 

同社専務取締役経営企画本部長 

当社常務取締役静岡事業本部長 

(現在) 

日東富士運輸株式会社代表取締役 

(現在) 

18

常務取締役 
業務本部長 
兼業務部長 
兼企画室長 

礒 崎   仁 昭和22年９月17日生

昭和45年４月 

平成９年６月 

平成13年６月 

  

平成17年６月 

  

平成18年４月 

当社入社 

当社業務部長 

当社取締役業務本部長兼業務部長

兼企画室長 

当社常務取締役業務本部長兼業務

部長兼企画室長(現在) 

日東富士運輸株式会社代表取締役 

(現在) 

19



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役   藤 井   明 昭和26年１月27日生

昭和49年４月 

平成13年４月 
平成14年３月 

  
平成16年４月 

  
平成17年４月 

平成17年６月 

三菱商事株式会社入社 

同社食糧本部付穀物担当部長 
米国三菱商事会社本店生活産業部

門担当ＳＶＰ 
三菱商事株式会社食糧本部戦略企

画室長 
同社執行役員食糧本部長(現在) 

当社社外取締役(現在) 

―

取締役 
営業本部統括 
副本部長兼 
営業第二部長 

中 島   茂 昭和30年３月22日生

昭和54年４月 
平成13年６月 

  
平成13年６月 

平成15年４月 
  

平成15年６月 
  

平成15年６月 
  

平成18年４月 

三菱商事株式会社入社 
同社食糧本部小麦粉エージレスユ

ニット ユニットマネージャー 
当社社外監査役 

当社営業本部副本部長兼営業第二

部長 

当社営業本部副本部長兼営業統括

室長兼営業第二部長 

当社取締役営業本部副本部長兼 
営業統括室長兼営業第二部長 

当社取締役営業本部統括副本部長 
兼営業第二部長(現在) 

８

取締役 東京工場長 山野下 博 行 昭和20年５月28日生

昭和39年４月 

平成10年６月 

平成12年７月 

平成16年４月 

平成16年６月 

当社入社 

当社食品開発センター所長 

当社埼玉工場長 

当社東京工場長 

当社取締役東京工場長(現在) 

８

取締役 
営業本部 
副本部長兼 
営業統括部長 

杉 本 光 弘 昭和28年11月28日生

昭和51年３月 

平成17年６月 

平成18年４月 

富士製粉株式会社入社 

同社常務取締役営業本部長 

当社取締役営業本部副本部長兼 

営業統括部長(現在) 

２

取締役 中央研究所長 奥 村 哲 夫 昭和23年２月11日生

昭和46年４月 

平成12年６月 

平成16年４月 

平成17年６月 

平成18年４月 

当社入社 

当社生産技術部長 

当社中央技術研究所長 

当社取締役中央技術研究所長 

当社取締役中央研究所長(現在) 

７

取締役 静岡工場長 深 澤 徳 久 昭和25年１月１日生

昭和48年３月 

平成17年４月 

平成18年４月 

富士製粉株式会社入社 

同社取締役食品安全本部長 

当社取締役静岡工場長(現在) 

４

取締役 静岡研究所長 櫻 井 和 雄 昭和27年２月25日生

昭和50年３月 

平成17年４月 

  

平成18年４月 

富士製粉株式会社入社 

同社取締役開発本部長兼製品企画

部長 

当社取締役静岡研究所長(現在) 

４

取締役   森 野   徹 昭和26年10月13日生

昭和50年４月 

平成６年４月 

  

平成13年３月 

  

平成17年４月 

  

平成17年６月 

平成18年６月 

三菱商事株式会社入社 

同社油脂部植物油料チームリーダ

ー 

泰ＭＣ商事会社(兼泰国三菱商事

会社)取締役副社長 

三菱商事株式会社食糧本部穀物製

品ユニットマネージャー(現在) 

当社社外監査役 

当社社外取締役(現在) 

―

常勤監査役   名 倉 武 之 昭和17年２月14日生

昭和39年４月 

平成16年12月 

  

平成18年４月 

三共株式会社入社 

富士製粉株式会社常務取締役管理

本部長兼財務部長 

当社常勤監査役(現在) 

２

常勤監査役   永 野 隆 司 昭和19年10月27日生

昭和38年４月 

平成10年６月 

平成15年６月 

当社入社 

当社経理部長 

当社常勤監査役(現在) 
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(注) １ 取締役藤井明氏及び森野徹氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

   ２ 監査役高藤鉄雄氏及び谷本祐介氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 平成18年６月29日開催の定時株主総会で補欠監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりでありま

す。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役   高 藤 鉄 雄 昭和５年３月25日生

昭和29年４月 

昭和48年８月 
平成12年６月 

平成15年６月 
平成17年６月 

平成18年４月 

三共株式会社入社 

富士製粉株式会社社外監査役 
三共株式会社代表取締役社長 

同社代表取締役会長 
同社相談役(現在) 

当社社外監査役(現在) 

１

監査役   谷 本 祐 介 昭和35年４月30日生

昭和58年４月 
平成17年１月 

  
  

平成17年６月 

三菱商事株式会社入社 
同社生活産業グループコントロー

ラーオフィス食糧チームリーダー

(現在) 

当社社外監査役(現在) 

―

計 184 

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

吉 澤 義 仁 昭和29年11月7日生 

昭和52年４月

平成14年５月

  

平成16年４月

  

三菱商事株式会社入社 

三菱商事フィナンシャルサービ

ス株式会社取締役副社長 

三菱商事株式会社生活産業グル

ープコントローラー(現在) 

― 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営環境の変化に迅速に対応できる効率的な組織体制を構築するとともに、公正で透明性の高い健全な

企業経営に努めてまいります。 

  

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

当社の取締役会は、社長以下15名の取締役(うち社外取締役２名)で構成され、原則月１回開催され、経営戦略

の策定ならびに業務執行状況の監督に関し、迅速かつ実質的な機能を発揮しております。 

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役４名(うち社外監査役２名)で構成され、毎月の取締役会

に出席し、また、会計監査人から監査計画及び監査結果の報告を受けるなど、会計監査人と連携を図り、経営の

業務執行状況の監督・管理を適切に行える体制となっております。 

  

②内部統制システムの整備 

当社は、役職員が法令・定款および社会規範を遵守した行動をとるよう、「役職員行動規範」を定めておりま

す。 

コンプライアンス担当取締役を任命し、コンプライアンス関連の体制整備（研修、ガイドラインの制定ほか）

を行います。また、各事業部門の長、総務部長および業務監査室長をコンプライアンス委員とするコンプライア

ンス委員会を設置し、コンプライアンス担当取締役がその委員長を務めております。 

法令上及び定款上疑義のある行為等について、従業員が直接情報提供を行う手段として、コンプライアンス委

員会等への報告・相談ラインを設置しております。 

また、社長直属の機関として業務監査室(人員２名)が設置されており、当社及びグループ会社について、業務

の遂行状況や内部統制の状況について監査し、改善の勧告、改善案の提示や実施状況の確認等、監査役と連携し

て随時必要な内部監査を実施しております。 

  

③内部監査及び監査役監査の状況、会計監査の状況について 

監査役は監査計画に基づき、取締役会のほか、常務会、経営会議、コンプライアンス委員会等に出席し、重要

な報告を受け、意見を表明できる体制としております。 

また、会計監査は新日本監査法人と監査契約を締結し、正しい経営情報を提供し、公正不偏の立場から監査が

実施される環境を整備しております。 
  

業務を執行した公認会計士は次のとおりであります。 

・業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数 

業務執行社員 
松村 俊夫 

新日本監査法人 
９年 ※ 

多田  修 ― 



※ 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業

務執行社員の交替制度を導入しており、同法人において策定された交替計画に基づいて平成19年３月期

会計期間をもって交替する予定となっておりましたが、同法人の交替規程改訂により、前倒しで平成18

年３月期会計期間をもって交替する予定となっております。 

・監査業務に係る補助者の構成 

④リスク管理体制の整備の状況 

当社は、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリスクについては、それぞれの担

当部署において、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配付等を行うものとしておりま

す。 

組織横断的リスクの対応を検討するため「社内リスク管理見直し検討会議」を設置しております。また、新た

に生じたリスクについては、常務会においてすみやかに対応責任者となる取締役を定めます。 

  

(3)役員報酬等の内容 

当事業年度における当社の役員報酬等の内容は次のとおりであります。 

  

(4)監査報酬等の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  21百万円 

上記以外の業務に基づく報酬               2百万円 

  

(5)社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の社外取締役１名は三菱商事㈱の執行役員であり、社外取締役１名及び社外監査役１名は同社の社員であり

ます。また、社外監査役１名は三共㈱の相談役であります。三菱商事㈱は当社のその他の関係会社であり、三共㈱

は当社の主要株主でありますが、社外取締役個人及び社外監査役個人と当社との間には、特筆すべき利害関係はあ

りません。 

なお、三共㈱は当社と富士製粉㈱との合併に伴い、当社株式の割り当てを受け主要株主となりました。 

公認会計士  ６名 会計士補  ３名 その他  ２名 

区分 
社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 

支給人員 
（名） 

支給金額

(百万円) 
支給人員

（名） 
支給金額

(百万円) 
支給人員

（名） 
支給金額

（百万円）

支給人員 
（名） 

支給金額

（百万円）

定款又は株主総会決議に基づく報酬 9 99 2 1 2 12 4 1 

使用人兼務取締役の使用人給与相当額
(賞与含む) 3 21 ― ― ― ― ― ― 

利益処分による役員賞与 6 22 ― ― ― ― ― ― 

株主総会決議に基づく退職慰労金 1 5 ― ― 1 4 ― ― 

計 ― 148 ― 1 ― 16 ― 1 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新

日本監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金     2,273     2,151   

 ２ 受取手形及び売掛金     4,583     4,830   

 ３ たな卸資産     2,399     2,405   

 ４ 繰延税金資産     180     186   

 ５ その他     596     500   

   貸倒引当金     △14     △17   

   流動資産合計     10,019 40.0   10,057 36.2 

Ⅱ 固定資産               

 (1) 有形固定資産 ※1             

  １ 建物及び構築物     2,728     2,561   

  ２ 機械装置及び運搬具     2,093     2,151   

  ３ 土地     2,649     2,922   

  ４ その他     286     260   

   有形固定資産合計     7,757 31.0   7,895 28.4 

 (2) 無形固定資産               

  １ 連結調整勘定     114     76   

  ２ その他     463     453   

   無形固定資産合計     578 2.3   530 1.9 

 (3) 投資その他の資産               

  １ 投資有価証券 ※2   5,044     7,750   

  ２ 差入保証金     1,237     1,188   

  ３ 繰延税金資産     74     75   

  ４ その他     431     411   

    貸倒引当金     △104     △120   

   投資その他の資産合計     6,682 26.7   9,305 33.5 

   固定資産合計     15,018 60.0   17,730 63.8 

   資産合計     25,037 100.0   27,787 100.0 

       



    

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     1,426     1,467   

２ 短期借入金     4,962     4,788   

３ 未払法人税等     281     355   

４ 賞与引当金     285     285   

５ その他     988     1,145   

流動負債合計     7,944 31.7   8,041 28.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金     28     15   

２ 繰延税金負債     1,014     1,955   

３ 退職給付引当金     546     434   

４ 役員退職慰労引当金     114     127   

５ 連結調整勘定     ―     40   

６ その他     11     8   

固定負債合計     1,714 6.9   2,581 9.3 

負債合計     9,659 38.6   10,623 38.2 

(少数株主持分)               

少数株主持分     276 1.1   157 0.6 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※4   1,991 8.0   1,991 7.2 

Ⅱ 資本剰余金     2,104 8.4   2,117 7.6 

Ⅲ 利益剰余金     9,418 37.6   9,965 35.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,790 7.2   3,136 11.3 

Ⅴ 自己株式 ※5   △203 △0.9   △203 △0.7 

資本合計     15,101 60.3   17,006 61.2 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    25,037 100.0   27,787 100.0 

        



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     34,626 100.0   35,071 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※1   26,419 76.3   26,850 76.6 

   売上総利益     8,207 23.7   8,220 23.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1             

 １ 販売諸掛   679     680     

 ２ 販売運賃   1,385     1,369     

 ３ 貸倒引当金繰入額   1     2     

 ４ 給与及び諸手当   1,728     1,685     

 ５ 賞与引当金繰入額   132     132     

 ６ 退職給付引当金繰入額   81     35     
 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 

  27     32     

 ８ 賃借料   796     769     

 ９ 連結調整勘定償却額   38     38     

 10 その他   2,282 7,153 20.7 2,276 7,022 20.0 

   営業利益     1,053 3.0   1,198 3.4 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息   2     1     

 ２ 受取配当金   61     79     

 ３ 固定資産賃貸料   94     71     

 ４ 連結調整勘定償却額   ―     3     

 ５ その他   102 259 0.8 82 238 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 支払利息   49     46     

 ２ たな卸資産廃棄損   15     12     

 ３ その他   27 92 0.3 9 68 0.2 

   経常利益     1,220 3.5   1,369 3.9 

Ⅵ 特別利益               

 １ 固定資産売却益 ※2 0     23     

 ２ 投資有価証券売却益   10     110     

 ３ 固定資産除却補償金   ―     8     

 ４ 貸倒引当金戻入益   2 13 0.1 0 143 0.4 

Ⅶ 特別損失               

 １ 固定資産売却損 ※3 0     0     

 ２ 固定資産除却損 ※4 35     36     

 ３ 減損損失 ※5 ―     13     

 ４ 店舗閉鎖損失   17     17     

 ５ 合併関連費用   ―     41     

 ６ 会員権評価損等   6     2     

 ７ 役員退職慰労金   26     1     

 ８ 過年度売掛金等修正損   ―     21     

 ９ 貸倒引当金繰入額   ―     26     

 10 その他   1 89 0.3 2 164 0.5 

   税金等調整前当期純利益     1,144 3.3   1,347 3.8 
   法人税、住民税及び 
   事業税 

  484     542     

   法人税等調整額   △29 454 1.3 △8 533 1.5 
   少数株主利益又は 
   少数株主損失(△) 

    △5 △0.0   12 0.0 

   当期純利益     695 2.0   801 2.3 

         



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,104   2,104 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

  自己株式処分差益     ―   13 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     2,104   2,117 

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     8,975   9,418 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

  当期純利益     695   801 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 １ 配当金   233   233   

 ２ 取締役賞与   19 252 22 255 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     9,418   9,965 

     



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

   税金等調整前当期純利益   1,144 1,347 

   減価償却費   719 659 

   減損損失   ― 13 

   連結調整勘定償却額   38 34 

   貸倒引当金の増加(△減少)額   △8 18 

   賞与引当金の増加(△減少)額   △0 0 

   退職給付引当金の減少額   △85 △112 

   受取利息及び配当金   △63 △81 

   支払利息   49 46 

   固定資産売却益   △0 △23 

   固定資産売却損   0 0 

   固定資産除却損   35 36 

   売上債権の増加額   △536 △249 

   たな卸資産の減少(△増加)額   72 △5 

   その他の流動資産の減少(△増加)額   △218 90 

   仕入債務の増加額   492 40 

   その他の流動負債の増加(△減少)額   △157 156 

   取締役賞与の支払額   △19 △22 

   その他   38 △47 

      小計   1,502 1,903 

   利息及び配当金の受取額   63 81 

   利息の支払額   △49 △46 

   法人税等の支払額   △437 △478 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   1,078 1,460 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

   定期預金の払戻による収入   ― 5 

   有形固定資産の取得等による支出   △634 △860 

   有形固定資産の売却等による収入   2 71 

   無形固定資産の取得等による支出   △28 △25 

   投資有価証券の売却等による収入   130 191 

   投資有価証券の取得等による支出   △323 △631 

   貸付金の回収による収入   23 12 

   貸付による支出   △0 △1 

   その他   55 31 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △776 △1,207 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

   短期借入金の純減少額   △45 △161 

   長期借入金の返済による支出   △39 △25 

   配当金の支払額   △232 △232 

   少数株主への配当金の支払額   △0 ― 

   自己株式の売却による収入   ― 51 

   自己株式の購入による支出   △5 △6 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △323 △374 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   4 4 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △16 △117 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,180 2,163 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,163 2,046 
  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び名称 

   ３社(日東運輸倉庫㈱、㈱さわやか、隅田商事

㈱) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び名称 

   同    左 

  

 (2) 非連結子会社の数及び名称 

   ２社(㈱ネオックス、ビクトリー㈱) 

 (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社２社は小規模会社であり、総資

産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等はいずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

 (2) 非連結子会社の数及び名称 

   同    左 

 (連結の範囲から除いた理由) 

   同    左 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

の名称等 

   ㈱ネオックス、ビクトリー㈱  (子会社) 

   ㈱兼平製麺所  (関連会社) 

 (持分法を適用しない理由) 

   持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

の名称等 

   同    左 

  

 (持分法を適用しない理由) 

   同    左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち㈱さわやかの決算日は12月31日

であり、連結財務諸表の作成にあたっては同日現

在の財務諸表を使用しております。 

  なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  同    左 



    

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

   ａ その他有価証券 

   (イ) 時価のあるもの 

    …決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は、全部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定してお

ります。) 

   (ロ) 時価のないもの 

    …株式：移動平均法による原価法 

    …債券：償却原価法 

  ②たな卸資産 

   ａ製品及び商品 

    …主として売価還元法による原価法 

   ｂ原料及び貯蔵品 

    …移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

   ａ その他有価証券 

   (イ) 時価のあるもの 

    …同    左 

  

  

  

   (ロ) 時価のないもの 

    …株式：同    左 

    …債券：同    左 

  ②たな卸資産 

   ａ製品及び商品 

    …同    左 

   ｂ原料及び貯蔵品 

    …同    左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

    機械装置については主として定額法、その他

は定率法を採用しております。また親会社の

食品開発センターに係る機械装置について

は、定率法を採用しております。 

    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)については、定額法

によっております。 

    なお、主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。 

     建物及び構築物   ３～60年 

     機械装置及び運搬具 ２～16年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

    同    左 

  ②無形固定資産 

    定額法によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しております。 

  ②無形固定資産 

    同    左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率による計算額を、

貸倒懸念債権等については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    同    左 

  ②賞与引当金 

    従業員に支給する賞与に充てるため、支給見

込額基準による繰入額を計上しております。 

  ②賞与引当金 

    同    左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ③退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上しており

ます。 

    なお、会計基準変更時差異281百万円及び過去

勤務債務については、５年による按分額を当

該年数にわたって費用の減額処理をしており

ます。 

    また、数理計算上の差異については、発生年

度より５年による按分額を当該年数にわたっ

て費用処理しております。 

   ③退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上しており

ます。 

    なお、過去勤務債務については、５年による

按分額を当該年数にわたって処理をしており

ます。 

    また、数理計算上の差異については、発生年

度より５年による按分額を当該年数にわたっ

て処理しております。 

   ④役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支払に備えるため、親会

社及び一部の連結子会社は内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

   ④役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。 

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換

算基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換

算基準 

   同    左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   同    左 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    同    左 

  

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価は、部分時価評

価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  同    左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定は５年間で均等償却しております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  同    左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  同    左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

  同    左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

   ――――――――――――――――――― 

  

  

  

  

  

  

固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を適用しております。 

これにより、税金等調整前当期純利益が13百万円減少

しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 15,503百万円 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 15,307百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 60百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 60百万円

 ３ 偶発債務 

 下記の借入金に対し保証を行っております。 

 従業員 378百万円

 ３ 偶発債務 

 下記の借入金に対し保証を行っております。 

 従業員 338百万円

※４ 発行済株式総数は、普通株式39,829,500株であり

ます。 

※４ 発行済株式総数は、普通株式39,829,500株であり

ます。 

※５ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式942,692株であります。 

※５ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式890,828株であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、425百万円であります。 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、430百万円であります。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 0百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 機械装置及び運搬具 0百万円

 土地 23 〃 

 計 23百万円

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 0百万円

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

 機械装置及び運搬具 0百万円

 その他(工具器具備品) 0 〃 

 計 0百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 建物及び構築物 22百万円

 機械装置及び運搬具 10 〃 

 その他(工具器具備品) 2 〃 

 計 35百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 建物及び構築物 19百万円

 機械装置及び運搬具 14 〃 

 その他(工具器具備品) 3 〃 

 計 36百万円



  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

   ――――――――――――――――――― 

  

  

※５ 減損損失 

当連結会計年度に、以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

資産のグルーピングは、外食事業店舗につきまし

ては、各店舗毎に行っております。 

減損損失を計上した店舗は、収益が低下してお

り、将来キャッシュ・フローがマイナスと見込ま

れるので、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ておりますが、上記２物件については、実質的な

価値はないと考え、正味売却価額をゼロと評価し

ております。 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円) 

外食事業店舗 

(連結子会社 

 ２物件) 

建物及び構築物 埼玉県 10 

機械装置及び 

運搬具 
〃 2 

その他 

(工具器具備品) 
〃 0 

計 13 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,273百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △110 〃 

現金及び現金同等物 2,163百万円

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,151百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △105 〃 

現金及び現金同等物 2,046百万円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

271 175 96 

その他 
(工具器具 
備品) 

123 86 36 

その他 
(ソフト 
ウェア) 

25 10 14 

合計 420 273 147 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬具

268 211 56 

その他
(工具器具 
備品) 

88 63 25 

その他
(ソフト 
ウェア) 

25 15 9 

合計 381 290 91 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により、算定しております。 

 同    左 

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 59百万円

 １年超 88 〃 

 合計 147百万円

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 50百万円

 １年超 40 〃 

 合計 91百万円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により、算定しており

ます。 

 同    左 

 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 62百万円

 減価償却費相当額 62 〃 

 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 59百万円

 減価償却費相当額 59 〃 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同    左 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

株式 1,749 4,838 3,088 

小計 1,749 4,838 3,088 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えない 
もの 

      

株式 5 4 △0 

小計 5 4 △0 

合計 1,754 4,843 3,088 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

130 21 1 

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

非上場株式 131 

債券 9 

合計 140 

区分 
１年以内
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超
(百万円) 

債券         

 社   債 ― 9 ― ― 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

株式 2,170 7,550 5,379 

小計 2,170 7,550 5,379 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えない 
もの 

      

株式 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 2,170 7,550 5,379 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

191 95 ― 

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

非上場株式 130 

債券 9 

合計 139 

区分 
１年以内
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超
(百万円) 

債券         

 社   債 ― 9 ― ― 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度(平成17年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

  

前連結会計年度(平成17年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  



(退職給付関係) 

  

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 退職一時金制度及び適格年金制度を採用しておりま

す。また、当社及び一部の連結子会社は厚生年金基

金制度(総合設立型)に加入しております。この制度

については、拠出に対応する年金資産の額を合理的

に計算することができないため、当基金への拠出額

を費用として処理しております。なお、前連結会計

年度においても同様の制度であります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 退職一時金制度及び適格年金制度を採用しておりま

す。また、当社及び一部の連結子会社は厚生年金基

金制度(総合設立型)に加入しております。この制度

については、拠出に対応する年金資産の額を合理的

に計算することができないため、当基金への拠出額

を費用として処理しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

  退職給付債務 2,731百万円

  年金資産 2,337 〃 

  未積立退職給付債務 393百万円

  会計基準変更時差異の未処理額 0 〃 

  未認識過去勤務債務 25 〃 

  数理計算上の差異の未処理額 126 〃 

  退職給付引当金 546百万円

２ 退職給付債務に関する事項 

  退職給付債務 2,695百万円

  年金資産 2,885 〃 

  未積立退職給付債務 △190百万円

  未認識過去勤務債務 17 〃 

  数理計算上の差異の未処理額 515 〃 

  前払年金費用 92 〃 

  退職給付引当金 434百万円

(注)１ 連結子会社の退職給付債務の算定にあたって

は、簡便法を採用しております。 

  ２ 上記の事項には、厚生年金基金(総合設立型)に

係る事項は含まれておりません。なお、厚生年

金基金の資産を標準給与で計算した当社連結グ

ループの年金資産の額は2,286百万円でありま

す。また、前連結会計年度における当該年金資

産の額は2,090百万円であります。 

(注)１ 連結子会社の退職給付債務の算定にあたって

は、簡便法を採用しております。 

  ２ 上記の事項には、厚生年金基金(総合設立型)に

係る事項は含まれておりません。なお、厚生年

金基金の資産を標準給与で計算した当社連結グ

ループの年金資産の額は2,727百万円でありま

す。 

３ 退職給付費用に関する事項 

(注) 上記退職給付費用以外に、厚生年金基金(総合設

立型)の掛金105百万円を計上しております。ま

た、前連結会計年度においては当該掛金87百万円

を計上しております。 

  勤務費用 152百万円

  利息費用 57 〃 

  期待運用収益 △44 〃 

  
会計基準変更時差異の費用の減額処
理額 

△56 〃 

  過去勤務債務の費用処理額 △8 〃 

  数理計算上の差異の費用処理額 46 〃 

  退職給付費用 146百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

(注) 上記退職給付費用以外に、厚生年金基金(総合設

立型)の掛金120百万円を計上しております。 

  勤務費用 152百万円

  利息費用 58 〃 

  期待運用収益 △48 〃 

  過去勤務債務の費用処理額 △8 〃 

  数理計算上の差異の費用処理額 △95 〃 

  退職給付費用 57百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  割引率 2.5％

  期待運用収益率 2.2〃

  退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

  会計基準変更時差異の処理年数 ５年

  過去勤務債務の処理年数 ５〃

  数理計算上の差異の処理年数 ５〃

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  割引率 2.5％

  期待運用収益率 2.2〃

  退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

  会計基準変更時差異の処理年数 ５年

  過去勤務債務の処理年数 ５〃

  数理計算上の差異の処理年数 ５〃



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

 (繰延税金資産)   

  貸倒引当金 1百万円

  貸倒損失 1 〃 

  賞与引当金 116 〃 

  未払事業税 24 〃 

  その他 37 〃 

  小計 181百万円

  繰延税金負債(流動)との相殺 △0 〃 

  繰延税金資産合計 180百万円

     

(繰延税金負債)   

  その他 0百万円

  小計 0百万円

  繰延税金資産(流動)との相殺 △0 〃 

  繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 180百万円

    

(長期繰延税金資産)  

  退職給付引当金 139百万円

  役員退職慰労引当金 46 〃 

  会員権評価損等 46 〃 

  投資有価証券評価損 26 〃 

  営業権償却 1 〃 

  固定資産除却損 25 〃 

  貸倒引当金 21 〃 

  減価償却超過額 2 〃 

  繰越欠損金 226 〃 

  その他 1 〃 

  小計 537百万円

  評価性引当額 △214 〃 

  繰延税金負債(固定)との相殺 △247 〃 

  長期繰延税金資産合計 74百万円

     

 (長期繰延税金負債)  

  有価証券評価差額金 1,257百万円

  圧縮記帳積立金 4 〃 

  繰延税金資産(固定)との相殺 △247 〃 

  長期繰延税金負債合計 1,014百万円

長期繰延税金負債の純額 939百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

 (繰延税金資産)   

  貸倒引当金 2百万円

  貸倒損失 ― 〃 

  賞与引当金 116 〃 

  未払事業税 29 〃 

  その他 38 〃 

  小計 186百万円

  繰延税金負債(流動)との相殺 ― 〃 

  繰延税金資産合計 186百万円

     

(繰延税金負債)   

  その他 ―百万円

  小計 ―百万円

  繰延税金資産(流動)との相殺 ― 〃 

  繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 186百万円

    

(長期繰延税金資産)  

  退職給付引当金 138百万円

  役員退職慰労引当金 52 〃 

  会員権評価損等 39 〃 

  投資有価証券評価損 26 〃 

  営業権償却 1 〃 

  固定資産除却損 27 〃 

  貸倒引当金 28 〃 

  減価償却超過額 3 〃 

  繰越欠損金 189 〃 

  その他 5 〃 

  小計 512百万円

  評価性引当額 △192 〃 

  繰延税金負債(固定)との相殺 △244 〃 

  長期繰延税金資産合計 75百万円

     

 (長期繰延税金負債)  

  有価証券評価差額金 2,198百万円

  圧縮記帳積立金 1 〃 

  繰延税金資産(固定)との相殺 △244 〃 

  長期繰延税金負債合計 1,955百万円

長期繰延税金負債の純額 1,879百万円



  

  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.7％

 (調整)  

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

3.3〃

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△1.1〃

 住民税均等割 1.8〃

 試験研究費等の特別控除 △2.7〃

 その他 △2.3〃

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.7％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.7％

 (調整)  

交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

3.0〃

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△1.2〃

 住民税均等割 1.5〃

 試験研究費等の特別控除 △2.8〃

 その他 △1.6〃

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.6％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

製粉及び 
食品業 
(百万円) 

外食事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

26,973 7,404 249 34,626 ― 34,626 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

2 ― 1,299 1,302 (1,302) ― 

計 26,975 7,404 1,549 35,929 (1,302) 34,626 

  営業費用 25,974 7,379 1,508 34,862 (1,288) 33,573 

  営業利益 1,001 24 41 1,067 (13) 1,053 

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

            

  資産 23,006 3,523 893 27,422 (2,384) 25,037 

  減価償却費 429 208 82 719 ― 719 

  資本的支出 402 163 104 670 ― 670 

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

製粉及び 
食品業 
(百万円) 

外食事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

27,537 7,288 245 35,071 ― 35,071 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

9 ― 1,336 1,346 (1,346) ― 

計 27,547 7,288 1,581 36,417 (1,346) 35,071 

  営業費用 26,484 7,189 1,528 35,202 (1,330) 33,872 

  営業利益 1,062 98 53 1,214 (15) 1,198 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

            

  資産 25,675 3,051 1,001 29,727 (1,939) 27,787 

  減価償却費 407 172 79 659 ― 659 

  減損損失 ― 13 ― 13 ― 13 

  資本的支出 669 84 128 882 ― 882 



(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品等 

(1) 製粉及び食品業………小麦粉・ふすま・プレミックス粉・食品 

(2) 外食事業………………ケンタッキーフライドチキン等 

(3) その他の事業…………運送業 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店

がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の

記載を省略しております。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

  

２ 兄弟会社等 

  

(注) １ 上記１～２の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 製品の販売等については、市場価格、総原価を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。また、販売高に

対して一定の販売手数料を支払っております。 

(2) 製品・原材料の購入については、市場の実勢価格を参考に、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(3) 土地の賃貸については、近隣の地代を参考にして決定しております。 

３ 日東都市開発㈱との取引について 

  日東都市開発㈱は、当社より賃借する土地の借地権及びショッピングセンター施設一式を、平成17年３月22日にＵＦＪ信

託銀行に信託譲渡しました。連結決算日時点では、同行から上記施設をマスターリースして、各テナントにサブリースし

ております。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上

の関係 

その他

の関係

会社 

三菱商

事㈱ 

東京都 
千代田

区 
126,705 

物品の売買 
貿易業 

(被所有) 
直接 42.4 
間接  0 

兼任２人

転籍１人

出向１人

当社製品

販売の総

代理店 

営業取引

製品の

販売等 
21,790 売掛金 3,048 

製品・原料

等の購入 
905 

前渡金 123 

買掛金 44 

販売手数料 404 未払金 66 

その他の

営業費用 
19 ― ― 

営業取引

以外の 
取引 

その他の

収入 
15 ― ― 

その他の

支出 
1 ― ― 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上

の関係 
その他

の関係

会社の

子会社 

日東都

市開発

㈱ 

埼玉県 
熊谷市 

400 
ショッピ 
ングセン 
ター事業 

なし 
三菱商事㈱ 
の子会社 

なし
土地の

賃貸 

営業取引

以外の 
取引 

土地の賃貸 76 ― ― 



  
当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

  

(注) １ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 製品の販売等については、市場価格、総原価を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。また、販売高に

対して一定の販売手数料を支払っております。 

(2) 製品・原材料の購入については、市場の実勢価格を参考に、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上

の関係 

その他

の関係

会社 

三菱商

事㈱ 

東京都 
千代田

区 
197,817 

物品の売買 
貿易業 

(被所有) 
直接 42.2 
間接  0 

兼任３人

転籍１人

出向１人

当社製品

販売の総

代理店 

営業取引

製品の

販売等 
22,046 売掛金 3,303 

製 品・原

料 
等の購入 

881 買掛金 43 

販 売 手 数

料 
409 未払金 67 

その他の

営業費用 
12 ― ― 

営業取引

以外の 
取引 

その他の

収入 
15 ― ― 

その他の

支出 
1 ― ― 



(１株当たり情報) 

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 387円79銭 １株当たり純資産額 436円10銭

１株当たり当期純利益金額 17円31銭 １株当たり当期純利益金額 19円94銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 695百万円 

普通株主に帰属しない金額 22百万円 

(うち利益処分による役員賞与金 22百万円)

普通株式に係る当期純利益 673百万円 

普通株式の期中平均株式数 38,897千株 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 801百万円 

普通株主に帰属しない金額 26百万円 

(うち利益処分による役員賞与金 26百万円)

普通株式に係る当期純利益 775百万円 

普通株式の期中平均株式数 38,895千株 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

   ――――――――――――――――――― 

  

  

(当社と富士製粉株式会社との合併) 

当社と富士製粉株式会社とは、平成17年11月29日開催

の臨時株主総会決議により合併を承認され、平成18年

４月1日に合併し、新会社「日東富士製粉株式会社」と

して発足いたしました。 

  

合併に関する事項の概要は、次のとおりであります。 

  

(1) 合併の目的 

両社の経営を統合し事業規模の拡大を図ることに

より、市場シェアの拡大や生産体制の増強及び効

率化を進めるためであります。 

(2)合併の方法 

当社を存続会社とし、富士製粉株式会社は解散い

たしました。 

(3)合併に際して発行する株式及びその割当て 

当社は、合併に際して普通株式7,094,146株を発行

し、合併期日前日の最終の富士製粉株式会社の株

主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載又は記録

された株主（実質株主を含む。）に対して、その

所有する富士製粉株式会社の普通株式１株につき

当社の株式0.71株の割合をもって割当て交付いた

します。但し、富士製粉株式会社の所有する自己

株式8,244株に対しては割当いたしません。 

以上の結果、平成18年4月1日現在の当社の発行済

株式総数は46,923,646株となりました。 

  



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

   ――――――――――――――――――― 

  

(4)増加すべき資本・資本準備金の額及び引き継ぐ資

産・負債の額 

資本金の増加額は508百万円で、増加後の資本金の

額は2,500百万円となりました。 

資本準備金の増加額は1,931百万円で、引き継ぐ資

産の額は8,278百万円、引き継ぐ負債の額は4,602

百万円となりました。 

(5)合併期日 

平成18年４月１日 

(6)会社財産の引継 

合併期日において富士製粉株式会社の資産及び負

債並びに権利義務の一切を引き継ぎました。 

なお、富士製粉株式会社の平成18年３月31日現在

の財政状態は次の通りであります。 

 資産合計   7,776百万円 

 負債合計   4,312百万円 

 資本合計   3,463百万円 

 従業員数           163人 

また、富士製粉株式会社の最近事業年度（平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで）における

営業の状況は次の通りであります。 

 売上高   10,960百万円 

 経常利益       175百万円 

 当期純利益     231百万円 

(7)配当起算日 

新たに発行する株式に対する配当起算日は平成18

年４月1日といたします。 

(8)合併交付金 

合併交付金については、合併期日前日である平成

18年３月31日最終の富士製粉株式会社株主又は登

録質権者に対して、平成18年３月期の利益配当金

に代えて、その所有する富士製粉株式会社の普通

株式１株につき５円の割合で、平成18年６月開催

の当社の定時株主総会終結後お支払いいたしま

す。 

  



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は、次のとおりであります。

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 4,937 4,776 0.8 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 25 12 2.25 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

28 15 2.25 平成19年～平成20年 

合計 4,990 4,804 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 12 3 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金     1,262     1,092   

 ２ 受取手形     8     11   

 ３ 売掛金 ※2   3,363     3,602   

 ４ 製品     1,268     1,304   

 ５ 原料     907     883   

 ６ 貯蔵品     133     126   

 ７ 前渡金     215     0   

 ８ 前払費用     52     19   

 ９ 前払年金費用     ―     92   

 10 繰延税金資産     151     158   

 11 短期貸付金 ※2   2,280     2,010   

 12 未収入金     34     50   

 13 輸出用原料差金 ※1   131     165   

 14 その他の流動資産     27     59   

   貸倒引当金     △1     △1   

   流動資産合計     9,835 45.5   9,574 39.3 

Ⅱ 固定資産               

 (1) 有形固定資産               

  １ 建物   3,893     3,935     

    減価償却累計額   △2,465 1,428   △2,556 1,378   

  ２ 構築物   1,569     1,578     

    減価償却累計額   △1,149 419   △1,182 395   

  ３ 機械装置   8,943     9,099     

    減価償却累計額   △7,195 1,747   △7,316 1,782   

  ４ 車両運搬具   97     104     

    減価償却累計額   △85 11   △81 22   

  ５ 工具器具備品   1,145     1,158     

    減価償却累計額   △964 181   △988 170   

  ６ 土地     2,264     2,556   

  ７ 建設仮勘定     ―     0   

   有形固定資産合計     6,053 28.0   6,306 25.9 

 (2) 無形固定資産               

  １ 借地権     359     359   

  ２ ソフトウェア     55     54   

  ３ 電話加入権     6     6   

   無形固定資産合計     421 2.0   420 1.7 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (3) 投資その他の資産               

  １ 投資有価証券     4,275     6,377   

  ２ 関係会社株式     858     1,517   

  ３ 出資金     3     1   

  ４ 従業員長期貸付金     0     0   

  ５ 差入保証金     76     75   

  ６ その他の投資     149     149   

    貸倒引当金     △50     △49   

   投資その他の資産合計     5,313 24.5   8,070 33.1 

   固定資産合計     11,788 54.5   14,797 60.7 

   資産合計     21,623 100.0   24,371 100.0 

                

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

 １ 買掛金     383     386   

 ２ 短期借入金     4,600     4,600   

 ３ 未払金     247     314   

 ４ 未払費用     364     389   

 ５ 未払法人税等     256     284   

 ６ 未払消費税等     34     30   

 ７ 前受金     0     0   

 ８ 預り金     10     26   

 ９ 賞与引当金     250     248   

   流動負債合計     6,149 28.4   6,281 25.8 

                

Ⅱ 固定負債               

 １ 繰延税金負債     1,014     1,926   

 ２ 退職給付引当金     288     170   

 ３ 役員退職慰労引当金     82     98   

   固定負債合計     1,384 6.4   2,195 9.0 

   負債合計     7,534 34.8   8,476 34.8 

        



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※3   1,991 9.2   1,991 8.2 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     2,104     2,104   

資本剰余金合計     2,104 9.7   2,104 8.6 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     497     497   

２ 任意積立金               

   圧縮記帳積立金   2     2     

   別途積立金   6,300 6,302   6,600 6,602   

３ 当期未処分利益     1,598     1,792   

利益剰余金合計     8,398 38.9   8,892 36.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,792 8.3   3,109 12.7 

Ⅴ 自己株式 ※4   △196 △0.9   △203 △0.8 

資本合計     14,089 65.2   15,895 65.2 

   負債・資本合計     21,623 100.0   24,371 100.0 

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※6             

 １ 製品売上高   23,457     23,541     

 ２ 荷役倉庫等収入   1,042 24,499 100.0 1,431 24,973 100.0 

Ⅱ 売上原価               

 １ 製品期首たな卸高   1,281     1,268     

 ２ 当期製品製造原価 ※2 20,277     20,847     

 ３ 当期製品仕入高   517     476     

合計   22,077     22,592     

 ４ 他勘定振替高 ※1 1,181     1,226     

 ５ 製品期末たな卸高   1,268 19,627 80.1 1,304 20,061 80.3 

   売上総利益     4,872 19.9   4,912 19.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2             

 １ 販売諸掛   404     409     

 ２ 販売運賃   1,445     1,423     

 ３ 貸倒引当金繰入額   1     0     

 ４ 給与   533     522     

 ５ その他諸手当   340     325     

 ６ 賞与引当金繰入額   120     118     

 ７ 退職給付引当金繰入額   46     7     

 ８ 役員退職慰労引当金繰入額   23     24     

 ９ 減価償却費   74     72     

 10 その他   905 3,895 15.9 958 3,860 15.5 

   営業利益     976 4.0   1,051 4.2 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息 ※6 17     16     

 ２ 受取配当金 ※6 56     76     

 ３ 固定資産賃貸料 ※6 104     82     

 ４ その他の営業外収益 ※6 64 243 1.0 47 222 0.8 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 支払利息   42     41     

 ２ たな卸資産廃棄損   15     12     

 ３ その他の営業外費用   10 69 0.3 6 61 0.2 

   経常利益     1,150 4.7   1,213 4.8 

       



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益                

  １ 固定資産売却益 ※3 ―     0     

 ２ 投資有価証券売却益   ―     78     

 ３ 貸倒引当金戻入益   ― ― 0.0 0 78 0.3 

Ⅶ 特別損失               

 １ 固定資産売却損 ※4 0     0     

 ２ 固定資産除却損 ※5 3     7     

 ３ 会員権評価損等   2     2     

 ４ 合併関連費用   ― 5 0.0 47 57 0.2 

   税引前当期純利益     1,144 4.7   1,234 4.9 

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  451     483     

   法人税等調整額   △10 440 1.8 1 484 1.9 

   当期純利益     703 2.9   750 3.0 

   前期繰越利益     1,011     1,159   

   中間配当額     116     116   

   当期未処分利益     1,598     1,792   

       



製造原価明細書 

  

(注) １ 当社の採用する原価計算の方法は等級別総合原価計算法であります。 

すなわち、製造原価より市価による副製品を控除し、さらに製品種類別市価により按分計算をして、単位当たり製造原価

を算出しております。 

２ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

原材料費   16,780 82.8 17,355 83.3 

労務費   1,541 7.6 1,506 7.2 

経費   1,955 9.6 1,985 9.5 

当期製品製造原価   20,277 100.0 20,847 100.0 

勘定科目 前事業年度 当事業年度 

減価償却費 348百万円 330百万円 

電力料 459 〃 460 〃 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     1,598   1,792 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

 １ 圧縮記帳積立金取崩額   0 0 0 0 

合計     1,598   1,792 

Ⅲ 利益処分額           

 １ 配当金   116   116   

 ２ 取締役賞与金   22   26   

 ３ 任意積立金           

   別途積立金   300 438 400 542 

Ⅳ 次期繰越利益     1,159   1,250 

     



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

   …決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定しておりま

す。) 

  ②時価のないもの 

   …株式：移動平均法による原価法 

   …債券：償却原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

   …同     左 

  

  

  

  ②時価のないもの 

   …株式：同     左 

   …債券：同     左 

  

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

   …移動平均法による原価法 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

   …同     左 

  

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 製品及び商品 

   …売価還元法による原価法 

 (2) 原料及び貯蔵品 

   …移動平均法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 製品及び商品 

   …同     左 

 (2) 原料及び貯蔵品 

   …同     左 

  

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   機械装置については定額法、その他は定率法を

採用しております。また食品開発センターに係

る機械装置については、定率法を採用しており

ます。 

   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については、定額法によ

っております。 

   なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。 

   建物及び構築物   ３～60年 

   機械装置及び運搬具 ２～16年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同     左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

   ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

   同     左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   同     左 

  

  



  

  

会計処理の変更 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同     左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込

額基準による繰入額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

   同     左 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異313百万円及び過去勤

務債務については、５年による按分額を当該年

数にわたって費用の減額処理をしております。 

また、数理計算上の差異については、発生年度

より５年による按分額を当該年数にわたって費

用処理しております。 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、過去勤務債務については、５年による按

分額を当該年数にわたって処理をしておりま

す。 

また、数理計算上の差異については、発生年度

より５年による按分額を当該年数にわたって処

理しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同     左 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

６ リース取引の処理方法 

  同     左 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  同     左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

   ――――――――――――――――――― 

  

  

  

  

  

  

固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 輸出用原料差金は小麦粉及び小麦二次加工品の輸

出に対し、原料小麦輸入証明制度に基づき、関税

相当量が免除される原料の見込み価格と国内調達

価格との差額であります。 

※１ 同     左 

  

※２ 関係会社との取引による期末残高の主なものは、

次のとおりであります。 

売掛金 3,062百万円

短期貸付金 2,280 〃 

※２ 関係会社との取引による期末残高の主なものは、

次のとおりであります。 

売掛金 3,320百万円

短期貸付金 2,010 〃 

※３ 会社が発行する株式総数   

     普通株式 150,000,000株 

   発行済株式総数   

     普通株式 39,829,500株 

※３ 会社が発行する株式総数   

     普通株式 150,000,000株 

   発行済株式総数   

     普通株式 39,829,500株 

※４ 自己株式の保有数   

     普通株式 872,177株 

※４ 自己株式の保有数   

     普通株式 890,828株 

 ５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号の規定により、配当

に充当することが制限されている金額は1,792百

万円であります。 

 ５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号の規定により、配当

に充当することが制限されている金額は3,109百

万円であります。 

 ６ 偶発債務 

   下記の借入金に対し保証を行っております。 

 従業員 378百万円

 ６ 偶発債務 

   下記の借入金に対し保証を行っております。 

 従業員 338百万円

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の主なものは、製造原価の原材料へ

の振替によるものであります。 

※１ 同     左 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、425百万円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、430百万円であります。 

   ――――――――――――――――――― 

   

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

車輌運搬具 0百万円

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置 0百万円

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置 0百万円

車輌運搬具 0 〃  

工具器具備品 0 〃  

計 0百万円

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 0百万円

機械装置 2 〃 

工具器具備品 1 〃  

計 3百万円

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 1百万円

機械装置 4 〃 

工具器具備品 1 〃  

計 7百万円

※６ 関係会社との取引による金額の主なものは、次の

とおりであります。 

売上高 21,991百万円

受取配当金他 124 〃 

※６ 関係会社との取引による金額の主なものは、次の

とおりであります。 

売上高 22,151百万円

受取配当金他 134 〃 



(リース取引関係) 

  

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度及び当事業年度については、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

   

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 216 140 76 

工具器具備品 10 10 ― 

合計 227 150 76 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 216 171 45 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により、算定しておりま

す。 

   同     左 

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 30百万円

 １年超 45 〃 

 合計 76百万円

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 30百万円

 １年超 14 〃 

 合計 45百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により、

算定しております。 

   同     左 

 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 31百万円

減価償却費相当額 31 〃 

 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30 〃 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同     左 



(税効果会計関係) 

  

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

  

 (繰延税金資産)   

  賞与引当金 102百万円

  未払事業税 22  〃 

  その他 26  〃 

  繰延税金資産合計 151百万円

      

繰延税金資産の純額 151百万円

    

 (長期繰延税金資産)  

  退職給付引当金 84百万円

  役員退職慰労引当金 33  〃 

  会員権評価損等 44  〃 

  投資有価証券評価損 26  〃 

  固定資産除却損 25  〃 

  その他 2  〃 

  長期繰延税金資産合計 217百万円

     

 (長期繰延税金負債)  

  有価証券評価差額金 1,230百万円

  圧縮記帳積立金 1 〃 

  長期繰延税金負債合計 1,231百万円

     

長期繰延税金負債の純額 1,014百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

 (繰延税金資産)   

  賞与引当金 101百万円

  未払事業税 24  〃 

  その他 32  〃 

  繰延税金資産合計 158百万円

      

繰延税金資産の純額 158百万円

    

 (長期繰延税金資産)  

  退職給付引当金 69百万円

  役員退職慰労引当金 40  〃 

  会員権評価損等 37  〃 

  投資有価証券評価損 26  〃 

  固定資産除却損 27  〃 

  その他 8  〃 

  長期繰延税金資産合計 209百万円

     

 (長期繰延税金負債)  

  有価証券評価差額金 2,134百万円

  圧縮記帳積立金 1 〃 

  長期繰延税金負債合計 2,135百万円

     

長期繰延税金負債の純額 1,926百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 法定実効税率 40.7％

 (調整)  

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

2.9〃

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△1.0〃

 住民税均等割 0.8〃

 試験研究費等の特別控除 △2.6〃

 その他 △2.3〃

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.5％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

2.8〃

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△1.2〃

住民税均等割 0.8〃

試験研究費等の特別控除 △3.1〃

その他 △0.7〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.3％



(１株当たり情報) 

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 361円11銭 １株当たり純資産額 407円54銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり当期純利益金額 17円50銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり当期純利益金額 18円59銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

損益計算書上の当期純利益 703百万円 

普通株主に帰属しない金額 22百万円 

(うち利益処分による役員賞与金 22百万円)

普通株式に係る当期純利益 681百万円 

普通株式の期中平均株式数 38,967千株 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

損益計算書上の当期純利益 750百万円 

普通株主に帰属しない金額 26百万円 

(うち利益処分による役員賞与金 26百万円)

普通株式に係る当期純利益 724百万円 

普通株式の期中平均株式数 38,947千株 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

   ――――――――――――――――――― 

  

  

(当社と富士製粉株式会社との合併) 

「１ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表」の重要な後

発事象に記載のとおりであります。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  

【その他】 

該当事項はありません。 

銘      柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

投資有価
証券 

その他有
価証券 

日清食品㈱ 538,639 1,960 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 953 1,715 

㈱中村屋 1,113,159 820 

㈱幸楽苑 395,830 520 

三菱地所㈱ 108,150 301 

鳥越製粉㈱ 184,464 179 

三菱倉庫㈱ 57,750 108 

明星食品㈱ 160,324 107 

森永製菓㈱ 303,476 97 

コカ・コーラ セントラル ジャパン㈱ 80 83 

㈱ドトールコーヒー 29,040 67 

東海澱粉㈱ 93,000 54 

山崎製パン㈱ 55,000 50 

ハウス食品㈱ 23,972 46 

㈱マルエツ 66,130 39 

日本ケンタッキー・フライド・チキン㈱ 13,200 29 

ユアサ・フナショク㈱ 57,852 24 

明和産業㈱ 40,000 20 

その他（15銘柄） 479,819 144 

計 3,720,839 6,372 

銘      柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

投資有価証券 
その他有
価証券 

㈱享屋 第１回無担保利付社債 5 5 

計 5 5 



  
【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 3,893 55 13 3,935 2,556 102 1,378 

 構築物 1,569 9 ― 1,578 1,182 33 395 

 機械装置 8,943 226 70 9,099 7,316 185 1,782 

 車両運搬具 97 17 10 104 81 5 22 

 工具器具備品 1,145 39 27 1,158 988 49 170 

 土地 2,264 291 ― 2,556 ― ― 2,556 

 建設仮勘定 ― 291 291 0 ― ― 0 

有形固定資産計 17,914 930 412 18,431 12,125 375 6,306 

無形固定資産               

 借地権 359 ― ― 359 ― ― 359 

 ソフトウェア 182 25 50 157 103 26 54 

 電話加入権 6 ― ― 6 ― ― 6 

無形固定資産計 549 25 50 524 103 26 420 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

土地 本社 社宅用地 291百万円

        

        

        



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は890,828株であります。 

２ 当期増減額は前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額は、一般債権の貸倒実績率洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 1,991 ― ― 1,991 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式  (注1) (株) (39,829,500) (―) (―) (39,829,500)

普通株式 (百万円) 1,991 ― ― 1,991 

計 (株) (39,829,500) (―) (―) (39,829,500)

計 (百万円) 1,991 ― ― 1,991 

資本準備金及び 
その他資本剰余
金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 2,104 ― ― 2,104 

計 (百万円) 2,104 ― ― 2,104 

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 497 ― ― 497 

任意積立金  (注2)          

 圧縮記帳積立金 (百万円) 2 ― 0 2 

 別途積立金 (百万円) 6,300 300 ― 6,600 

計 (百万円) 6,800 300 0 7,100 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 51 51 ― 51 51 

賞与引当金 250 248 250 ― 248 

役員退職慰労引当金 82 24 7 ― 98 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

  

  

受取手形の期日別内訳は次のとおりであります。 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 4 

預金   

当座預金 876 

通知預金 100 

普通預金 他 111 

小計 1,087 

合計 1,092 

相手先 金額(百万円) 

ヤマト食品㈱ 5 

原田産業㈱ 2 

㈱トロナジャパン 2 

その他 1 

計 11 

期日 金額(百万円) 

平成18年４月   4 

    ５月   5 

    ６月   1 

計 11 



③ 売掛金 

  

  

売掛金の発生及び回収状況は次のとおりであります。 
  

(注) 上記金額には、消費税等が含まれております。 

  

④ 製品 

  

  

⑤ 原料 

  

  

相手先 金額(百万円) 

三菱商事㈱ 3,303 

日本生活協同組合連合会 61 

東京農政事務所 28 

パルシステム生活協同組合連合会 27 

全国農業協同組合連合会 19 

その他 161 

計 3,602 

区分 

前期繰越 
(百万円) 
  
Ａ 

当期発生 
(百万円) 
  
Ｂ 

当期回収
(百万円) 
  
Ｃ 

期末残高
(百万円) 
  
Ｄ 

回収率(％) 
  

Ｃ
×100 

Ａ＋Ｂ

滞留状況 
(日) 
  

平成17年４月～ 
平成18年３月 

3,363 26,222 25,983 3,602 87.8 48.5 

滞留状況＝
Ａ＋Ｄ

÷
Ｂ

2 365

種別 数量(屯) 金額(百万円) 

小麦粉 15,158 1,010 

ふすま 747 5 

食品及びミックス粉 ― 288 

計 ― 1,304 

種別 数量(屯) 金額(百万円) 

国内小麦 8,582 344 

外国小麦 11,244 539 

計 19,827 883 



⑥ 貯蔵品 

  

  

⑦ 短期貸付金 

  

  

⑧ 関係会社株式 

  

  

種別 金額(百万円) 

包装資材 46 

工場用消耗資材他 79 

計 126 

相手先 金額(百万円) 

㈱さわやか 1,800 

隅田商事㈱ 210 

計 2,010 

銘柄 金額(百万円) 

(その他の関係会社)   

三菱商事㈱ 1,119 

(子会社)   

隅田商事㈱ 226 

㈱さわやか 110 

日東運輸倉庫㈱ 18 

㈱ネオックス 10 

ビクトリー㈱ 4 

小計 368 

(関連会社)   

㈱兼平製麺所 30 

合計 1,517 



  
(b) 負債の部 

① 買掛金 

  

  

② 短期借入金 

  

  

③ 繰延税金負債 

２ 財務諸表等 (1)財務諸表 注記事項(税効果会計関係)に記載のとおりであります。 

相手先 金額(百万円) 

三菱商事㈱ 43 

東海澱粉㈱ 25 

三菱商事パッケージング㈱ 24 

全国農業協同組合連合会 21 

柳沢製袋㈱ 17 

その他 254 

計 386 

相手先 金額(百万円) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,950 

農林中央金庫 1,500 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 500 

㈱八十二銀行 350 

㈱三井住友銀行 300 

計 4,600 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100株未満
の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 各支店 

野村證券株式会社 各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき250円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 各支店 

野村證券株式会社 各支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。 

電子公告は当社のホームページ(http://www.nittofuji.co.jp/ir/ir07.shtml)に掲載

する。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場

合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 
毎年３月31日現在の株主名簿(実質株主名簿を含む)に記載又は記録された1,000株(１

単元)以上の株式を保有する株主に対し、自社製品を贈呈。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

（１）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第107期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月30日に関東財務局長に提出

  

（２）半期報告書 

中間会計期間 第108期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年12月26日に関東財務局長

に提出 

  

（３）臨時報告書 

  

① 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２(合併)の規定に基づく臨時報告

書 平成17年９月13日に関東財務局長に提出 

② 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)及び第９号(代表

取締役の異動)の規定に基づく臨時報告書 平成18年５月19日に関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

日東製粉株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東製

粉株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

東製粉株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  松  村  俊  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  坂  倉  正  志  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

日東富士製粉株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東富

士製粉株式会社(旧会社名 日東製粉株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

東富士製粉株式会社(旧会社名 日東製粉株式会社)及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月１日に富士製粉株式会社と合併した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  松  村  俊  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  多  田    修   ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

日東製粉株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東製

粉株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第107期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東製

粉株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  
  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  松  村  俊  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  坂  倉  正  志  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

日東富士製粉株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東富

士製粉株式会社(旧会社名 日東製粉株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第108期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東富

士製粉株式会社(旧会社名 日東製粉株式会社)の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月１日に富士製粉株式会社と合併した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  
  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  松  村  俊  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  多  田    修   ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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